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１．会 社 の 現 況 に 関 す る 事 項 

 

（１）事業の経過および成果 

 

当社は、２０２５年度、次のような基本方針のもと事業に取り組みました。 

 

○ＮＨＫグループ唯一の報道系子会社として、ＮＨＫとともに“安全・安心を支える”、“あ

まねく伝える”公共メディアの使命を果たし、社会に貢献します。 

 

○ネット配信の必須業務化に向けて、放送・デジタル両面で災害時の緊急報道や信頼される

情報発信、質の高い報道番組、世界に通用するコンテンツ制作に力を尽くすとともに、字

幕・手話・多言語などのユニバーサルサービスを着実に実行し、ＮＨＫの公共的価値を高

めます。 

 

○報道のノウハウを活かした公共性の高い事業の拡大や番組の二次展開で経営基盤を強化し、

ＮＨＫへの新たな財政貢献につなげます。 

 

○社員ひとりひとりがいっそう力を発揮できる組織にするため、人事制度改革や人材育成、

ヒューマンリソース情報の一元化を進めます。ガバナンスと情報セキュリティを強化し、

個人としても組織としてもリスクに的確に対応できるようにします。 

 

以上の基本方針のもと、全社をあげて事業に取り組んできました。 

 

ネット必須業務化では、全国の放送局のニュースのネット掲載業務を始め、東京の本社と

西日本支社で２４時間３６５日、対応出来るようになりました。選挙や災害報道の際には業

務を拡大して多忙な地域ニュースや報道局の現場を支援しました。Ｌアラート監視業務は１

０月から３６５日運用に拡大しました。ＮＨＫＯＮＥのプレイリスト業務と地域見逃し配信

は、編責業務の体制を強化して対象ニュースを増やしました。 

 

 激動する世界情勢に対応するため、「キャッチ！世界のトップニュース」で時宜にかなった

ゲスト出演や特集、ＢＳ「国際報道２０２５」でニュースインデックスを新設するなど内容

の充実と質の向上を図りました。国際映像の受信や同時通訳や翻訳者の手配で国際報道を支

えました。ＮＭＡＰＳチームは、世界で起きた軍事行動などの衛星画像やデータの分析・可

視化を担い、多角的な報道に貢献しました。 

 

ミラノ・コルティナ冬季オリンピック・パラリンピックでは、テレビ放送とデータ放送を

含むデジタル展開の両面でＮＨＫを支え、「開幕直前スペシャル」「デイリーハイライト」「総

集編」など多数の番組も制作しました。ＮＨＫＯＮＥでの視聴拡大のため、ジャンルインデ

ックスの管理運用も担当しました。字幕については、連日の深夜対応を行い、ぴったり字幕

も含め、総計で３４３時間２８分の放送に字幕を付与しました。開・閉会式を伝える同時通

訳の態勢も組みました。 
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５つの支社では、テレビおよびネットニュース制作、生字幕制作、映像系外プロ管理の業

務などで日々の地域報道を支えました。 

 

自主事業では、２０２５年に本番を迎えた東京都の「デフリンピック事業」の大型案件を

受託。１００日前イベントでの会場字幕、開催期間には代々木での「デフリンピック・スク

エア」の情報保障を担い、参加者や主催者から好評を得ました。主力の競馬中継事業は、２

０２６年度から３年間分も落札し、経営基盤の強化に貢献しました。 

 

２０２５年度の決算概要については、売上高は、２３７億２千３百万円で、前年度に比べ

１１億１千７百万円の減収となりました。定時番組の終了や放送枠の減少による本数影響が

大きく、減収となりました。 

売上原価は、２１２億７千２百万円となりました。番組制作本数が減っていることや、人

件費が減少していることにより、前年度に比べ１４億８千万円の減少となりました。販売費

及び一般管理費は１２億７千５百万円であり、前年度に比べ１億２千３百万円の減少となり

ました。 

この結果、営業利益は１１億７千５百万円で、前年度に比べ４億８千６百万円の増益とな

りました。また、経常利益は１２億７千１百万円となり、前年度に比べ５億円の増益となり

ました。この結果、当期純利益は９億４千８百万円となり、前年度に比べ４億１百万円の増

益となりました。 

 

２０２５年度に実施した各センター・室・支社の主な個別事業は次のとおりです。 

【ユニバーサルサービスセンター】 

（生字幕グループ） 

２０２５年度は、土曜放送の新番組「週刊情報チャージ！チルシル」(総合)と土日祝日の

ＭＬＢドジャース戦に新たに字幕付与を開始しました。参院選の期間には、比例代表の政見

放送の字幕テキスト制作を実施。高速文字起こしシステムで１６政党分のテキストを収録と

同時にリアルタイムで作成しました。１１月には、東京２０２５デフリンピックの開幕特番

など３つの番組でぴったり字幕を行い、２０２６年２月～３月のミラノ・コルティナオリン

ピック・パラリンピックでは、連日の深夜対応を行い、ぴったり字幕も含め、総計で３４３

時間２８分の放送に字幕を付与しました。さらに、全ての国会中継への字幕対応を実施、深

夜の録画再生を含めて、正確な字幕付与に努めました。 

ニュースでは、対アメリカの追加関税交渉の特設や枠拡大ニュースが頻繁に放送され、都

度、態勢を組んで字幕を付与。また、東京都議選、参議院選挙、年明けの衆議院選挙では、

ＮＨＫが選挙報道で新たな企画や番組を放送する中、しっかり事前の情報収集を行い、正確

な字幕放送を出し続けました。また、地震、台風、大雨など災害報道の際には、深夜の字幕

付与も行い、終夜対応も５日ありました。３月には、アメリカとイスラエルによるイラン攻

撃の特設ニュースに態勢を組んで字幕を付与。２０２５年度の特設・枠拡大ニュース対応は

３５９回に上りました。 

 

（完プロ字幕グループ） 

今年度の改訂で、長年、字幕付与がなく視聴者から要望が高かったＢＳ・ＢＳＰ４Ｋ「に
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っぽん縦断こころ旅」の字幕制作が始まりました。字幕利用者の広がりで視聴者から表記ミ

スの指摘が増えたことから、ミスの防止に向け、誤った事例を制作現場で共有する「字幕だ

より」を４月分から月１回、発行しました。８月、ＮＨＫプラスからＪＩＳ規格外など表示

されない外字の制作を受託し、月４～５文字程度の制作をしました。地域放送局では後期か

らＢＫ放送１００年関連や後期朝ドラのＰＲなど、大阪放送局の地域向け番組の字幕発注が

例年より増えました。番組制作本数全体の減少や冬季オリンピックの影響で完プロ字幕の発

注減少が心配されましたが、３月に入ってＮＨＫから、新年度を前に８Ｋなどで先行放送す

るアニメや海外ドラマの字幕制作の駈け込み発注が大量にあり、通常の 1.5倍程度にのぼる

試写時間をやりくりしながら納品し、売上に大きく貢献しました。 

 

（手話グループ） 

毎日の手話ニュース・手話ニュース８４５の制作を行い、自民党総裁選・衆議院選挙・参

議院選挙・物価高・賃上げ・コメ高騰・旧統一教会問題・イラン情勢・トランプ関税・冬季

オリンピック・パラリンピックなどのニュースを伝えました。こども手話ウイークリーは１

６本の編責業務を務め、ニュースを子供にも解りやすくかみ砕いて説明するだけでなく、Ｎ

ＨＫの各局が制作したリポートをリメイクして全国に放送し、地域の話題・課題の全国発信

に貢献しました。特に日本で初めて開催されたデフリンピックに関しては機会を捉えて手厚

く伝えました。総合テレビ日曜夜８４５ニュースへの手話付与は３年目に入り視聴者にも定

着してきました。７月の参院選、２月の衆院選では Eテレで手話開票速報を放送し、公共放

送だからこそできるサービスだと高い評価を得ています。 

 

（自主事業） 

オンライン配信でＡＢＥＭＡのＫＰＯＰオーディション番組や厚生労働省「全国戦没者追

悼式典」の生字幕制作をしました。株主総会での会場字幕は、５月から６月にかけては新規

受注を含め１２社、３月は３社で実施しました。東京デフリンピック関連では、８月の１０

０日前イベントでの会場字幕、１１月の開催期間には代々木での「デフリンピック・スクエ

ア」の情報保障を報道番組グループとともに対応し、記者会見やライブイベントでの会場字

幕、施設内のカフェや茶室でタブレットなどを使った多言語文字起こしサービスの提供で、

参加者や主催者から好評を得ました。ＮＨＫメディアホールディングスからの委託事業「ス

マートコンシェルジェ・アプリ」では、実証実験を１０月に日本科学未来館でデジタル推進

室、事業推進室と合同で実施し、日英両言語で科学館に関する情報を提供し、外国人含む１

００組ほどが体験しました。１月１５日の実証実験報告会で、ＡＩを活用した先進的なホス

ピタリティが、国内外の来場者および未来館からも高評価を得たことを報告しました。 

 

 

【地域支援センター】 

各支社ではおもに、テレビおよびネットニュース制作、生字幕制作、映像系外プロ管理の

業務などで日々のＮＨＫ報道を支えました。このうちネットニュース制作では、西日本支社

以外の支社で行われてきたネットニュース制作業務がニュース制作センターに一元化される

本社集約が２０２５年４月１日よりスタートしました。本社との一体運用として西日本支社

では、９月より毎週金曜日の泊り勤務と土日祝日のネットニュース制作の業務支援が始まり
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ました。８月７日には各支社長が本社に集まって全国会議を開催。２０２５年１０月からス

タートしたネット業務必須化への準備や、２０２６年度に向けた映像系プロダクションとの

価格転嫁交渉について、本社・財務グループの考え方など含めて情報共有をしました。 

 

（西日本支社） 

放送法改正でインターネット配信が２０２５年１０月からＮＨＫの必須業務となるのを前

に、西日本支社のネットニュース制作は４月から東京との一体運用になりました。西日本支

社では平日に近畿地方管内を受け持ち、土日祝日については近畿地方に加えて四国地方、九

州・沖縄地方のニュースを担当することになりました。９月からは金曜日の泊まり業務を開

始し、全国の拠点局の朝用ニュースを地域ネットニュースとして制作しています。２０２６

年２月の衆議院選挙の際には、選挙区数が多い大阪局と神戸局の開票速報について仕様書外

務としてネットニュース制作を支援しました。 

大阪局のニュース制作および映像制作については、転籍の社員を中心に、多様な情報を届

けるローカル放送を支えました。  

ニュースの生字幕制作では、全国放送の「列島ニュース」の１３時台と１４時台で生字幕

を付与し、西日本支社は火曜日から木曜日の３日間を受け持ちました。また大阪局の「ほっ

と関西」と「ニュース８４５」に字幕を付与しました。スタジオでの掛け合いなどにはアナ

ウンサーやキャスターの発話をオペレーターが再度音声で入力する「リスピーキング」を行

って対応し、臨場感のある字幕を届けました。そして２０２６年１月１７日に、発生から３

１年となった阪神・淡路大震災の特別番組が土曜日の午後６時台に放送されることになり、

大阪局からの依頼を受けて仕様書外務として生字幕を付与しました。 

首都圏の災害時に大阪局から英語でニュースを出すための訓練は、関西在住の通訳の協力

を得て、日曜日に研修を計６回実施し、このうち４回は「８５５」で英語放送を実施しまし

た。  

スポーツ業務への支援では、ミラノ・コルティナオリンピック・パラリンピックの際、西

日本支社のディレクターを計４人、中継要員として現地に派遣しました。夏に開催された全

国高等学校野球選手権では、開催日程が「午前の部」「午後の部」に分かれたことを受けて、

対応したシフトをＮＨＫに提案しました。これにより業務時間の大幅増を避けつつ、体調不

良者を出さずに放送を完遂させることができました。冬の駅伝・マラソン４大会を通してＮ

ＨＫＯＮＥ勧奨のキャンペーンスポットを新規提案して各局それぞれのバージョンを配布し、

ＮＨＫ全体の課題に貢献しました。 

 中国・四国の両地方では、映像取材・映像制作に関する外部プロダクションの管理にあた

って報道現場の負担を軽減しました。また松山局ではニュース制作業務を支援し、ローカル

放送の充実につなげました。 

 

（中部支社） 

中部支社では２０２５年度に「字幕制作」、「ニュース制作」、「映像管理」の３つの地方支

援業務を行いました。２０２４年度まで行っていた「ネットニュース制作」はネット必須業

務化に伴い本社に集約されることになり、２０２５年３月末で業務を終了しました。 

「字幕制作」では名古屋局発の「まるっと！」および「ニュース８４５」に字幕を付与し

ました。より遅れが少なく見やすい字幕を目指して字幕付与の方法を工夫したほか、「ニュー
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ス８４５」での同録の使用に対応するため、同録の映像をあらかじめ確認するなどの対策を

行いました。 

「映像管理業務」では東海北陸の７局(名古屋、金沢、静岡、福井、富山、津、岐阜)の映

像取材、映像制作の受発注などを行いました。本体職員の育休などに伴う要員増の要望に対

し外部プロダクションと調整するなどしてきめ細かく対応しました。また、２０２６年度の

外部プロダクションのとの契約に向けては先方の要望を聞いて単価の引き上げを適切に行い

ました。 

「ニュース制作」では名古屋局の昼ニュースおよび「まるっと！(６１０)」のニュース制

作を行いました。地域発のニュースを、より興味を持って見てもらえるよう映像やスーパー

などを工夫しました。 

 

（九州支社） 

九州支社では、支社長、映像管理２人、ニュース制作１人、ニュース生字幕１人、専門委

員３人(映像管理１人・生字幕２人)の体制で、九州・沖縄９局の映像管理業務、福岡局の昼

ニュースと６１０のニュース制作、福岡局の６１０と８４５へのニュース生字幕の付与を行

っています。委託業務量は、ニュース制作、ニュース生字幕は２０２４年度と同じでしたが、

映像管理については、８月から沖縄局の映像制作の外部プロダクションの要員が１人分増え

ました。いずれの業務もＮＨＫや外部プロダクションと緊密なコミュニケーションをとって

適正に実施しました。 

衆議院選挙では、ニュース制作の社員が仕様書外で開票速報の対応にあたったほか、８月

の記録的大雨や１１月の大分・佐賀関の大規模火災などの際には、迅速に外部プロダクショ

ンの要員を派遣して、ＮＨＫの災害・緊急報道に貢献しました。 

ＮＨＫ職員の育休取得や退職などに伴う応援要員派遣の要請が相次ぎ、鹿児島局に約３か

月間、長崎局に約１か月間、外部プロダクションのカメラマンが応援に入ったほか、佐賀局

や鹿児島局にも映像制作の要員が入るなど、ＮＨＫの取材体制の維持を支援しました。また、

宮崎局から、２０２６年度からのニュース枠新設に伴い、映像制作の外部プロダクションの

要員１人分の増員要請があり、対応しました。 

 

（東北支社） 

ニュース制作は、仙台局の平日午後６時１０分からの「てれまさ」を中心に制作を行い、

関連の情報やキャスター解説を加えるなどしてニュースをわかりやすく伝えるニュースアッ

プを、概ね週２回のペースで担当しました。また２週に１回の割合で土曜日の日中の管中ニ

ュースの制作も行いました。緊急報道では２０２５年１２月に青森県東方沖で起きた最大震

度６強の地震の特設ニュースの制作などにあたりました。３月１１日の東日本大震災１５年

の前後には震災関連のニュース制作を行って、仙台放送局の震災伝承の取り組みを後押しし

ました。 

ニュース生字幕は、平日の「てれまさ」と午後８時４５分からの「ニュースてれまさ８４

５」の２番組に生字幕を付与しました。キャスターのフリートークやゲスト出演が増加傾向

にあるなか、「てれまさ」の字幕の付与率は年度の平均で９３．０４％と高い割合になったほ

か、「８４５」では２０１４年度の業務開始以来続く付与率１００％を維持することができま

した。 
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映像スタッフの外部パワー管理は、２０２５年度は東北６局で８６.９人分の業務を受託

し、正確で透明性のある受発注や検査検収に努めました。職員の育児休職に伴う要員不足で

ＮＨＫからカバーの要請があり、プロダクションに働きかけて４０人日分の増員を行うとと

もに臨時要員の報酬の増額(1 割増)も実現しました。映像制作では震災１５年を前に福島の

プロダクションスタッフの欠員が生じたため、本社と連携して東京のプロダクションから要

員を派遣してもらい、繁忙期を乗り切りました。外部プロダクションの契約単価については、

カメラマン３.７％、編集マンとライトマン３.８％の引上げを実現し、２年連続の処遇改善

に結びつけました。 

 

（北海道支社） 

２０２５年度は支社開設当初から担ってきた「ネットニュースの制作支援」が本社に集約

されたことに伴い、「北海道ニュース制作支援」および「北海道７局の映像取材・映像制作業

務の管理」が業務の二本柱となりました。 

「ニュース制作」では、２人分の業務量を嘱託延長の２人を含む転籍社員３人体制で担い、

「映像取材・映像制作」では、外部プロダクションのスタッフを７局あわせて６７人分受託

し、２人の転籍ＣＰが日々の受発注、経理処理にあたり、北海道の報道を支えました。  

特記する業務としては、▼７月と１２月に北海道内に津波警報が発令され、多くの社員、

スタッフが緊急出局して対応したほか、特に２０２５年度は▼道内各地でヒグマの出没が相

次ぎ、緊急出動や休日の企画取材などが例年に比べても多く、各局からの要請に真摯に応え

ました。その結果、事業計画の想定を上回る業務実績となり直接原価が増え、北海道支社の

営業利益を押し下げる要因にもなりました。 

地域局を支える支社ならではの課題にも直面しました。年度の早い時期から退職や病気な

どで外部スタッフに欠員が生じ、補充を進めたものの求められる要員数を完全に満たすこと

ができませんでした。人手不足の地方で要員を確保することは年々難しくなっており、スタ

ッフの処遇改善に向けて委託元の協力を得て２年続けて価格転嫁を実施しましたが、引き続

き最重要課題となっています。 

 

 

【番組制作センター】 

（報道番組グループ） 

当社制作のコンテンツが、ＮＨＫのオリンピック・パラリンピック放送・デジタル展開に

大きな役割を果たしたパリ大会。今年２月のミラノ・コルティナオリンピック・パラリンピ

ックにおいてもデジタル展開などに加え、「開幕直前スペシャル」「デイリーハイライト」「総

集編」など多数の番組を制作し、視聴者の関心に余すことなく応えました。 

大谷選手をはじめ日本人選手の活躍が続く大リーグ。「ワースポ×ＭＬＢ」では、注目選手

の情報を充実させるとともに、特集番組にも積極的に展開。年間を通して高い視聴率を獲得

しました。 

「ニュースーン１５時台・１７時台」において、昨年度以上に高品質、挑戦的な企画を打

ちだし、当社の存在感を示しました。 

「おはよう日本」などニュース報道番組では、今を伝える質の高い企画や中継を数多く放

送すると共に、命と安全に関わる情報を迅速にわかりやすく伝えました。 
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「長岡大花火中継」や「秩父夜祭中継」などの大型中継を通じて、地域の文化や魅力を高

精細な映像で伝えました。 

制作作業の効率化をさらに進め、各番組で原価抑制の努力を続けました。 

自主事業においては、スポーツ、ユニバーサルサービスなど当社が得意とする分野の知見

を生かし、２０２５年に本番を迎えた東京都の「デフリンピック事業」という大型案件を受

託。経営に資することに加え、人材育成の面でも大いに貢献しました。 

 

（国際番組グループ） 

２０２５年度のテーマは「マルチタスクによるスリムで強靭化」。委託番組の廃止や本数減

が相次ぎ、３億以上の減収になる中、嘱託終了などによる要員減の補填は最小限にとどめ、

一人で複数の番組を担当する「マルチタスク」化を進めました。本数減で浮いたパワーを、

ＢＳや国際放送の特集への提案や、次年度の番組開発、プロパーの育成につぎ込みました。 

ニュース番組は、出向者と転籍者の管理・制作能力を最大限に活かし、混迷を増す世界情

勢を日々ビビッドに伝える中核の役割を引き続き果たしました。 

総合テレビ３年目の「キャッチ！世界のトップニュース」やＢＳ「国際報道２０２５」の

更なるブラッシュアップを図り、激動する世界情勢を伝える基幹ニュース番組として国際報

道に貢献しました。 

 

 

【ニュース制作センター】 

（ニュース制作グループ） 

ＮＨＫのネット必須業務化では、全国すべての地域放送局のニュース原稿と放送済み映像

のネット掲載業務をＮＨＫ報道局から受注し、２０２５年度予定していた受託業務は完遂し

ました。ＢＣＰの趣旨も踏まえ、ＮＨＫ本部と大阪放送局の２か所で、泊りも含め同質の業

務を行える態勢を作り、２４時間・３６５日、全国の地域ニュースを掲載出来るようになり

ました。さらに「ＮＨＫＯＮＥ」の注目コンテンツの一つと位置付けられ、全都道府県の大

規模災害を過去の映像と位置、実相を伝えるコメントで構成される「防災記録マップ」のデ

ータ収集業務を行い２０２５年８月からの公開に至っています。第一弾を終え、第二弾のデ

ータ収集を精力的に行っています。 

具体的な報道対応では、２０２５年６月の東京都議会議員選挙、７月の参議院選挙の東京

選挙区と、同日が告示日だった横浜市長選挙、さらに２０２６年１月の衆議院選挙で大都市

圏である東京・神奈川・埼玉・千葉・大阪・兵庫で当確・当選原稿などのネット掲載を行い、

多忙な地域ニュースの現場を支援しました。 

また災害報道では、２０２５年７月のカムチャツカ半島沖・巨大地震に伴う津波警報発出

対応、８月は九州・北陸の特別警報発出や台風１２号の大雨対応、９月には甚大な竜巻被害

を引き起こした台風１５号対応、伊豆諸島特別警報発出に至った１０月の台風２２号と続い

た２３号、１２月の青森県東方沖震度６強地震対応、１月の日本海寒帯気団収束帯による大

雪対応などをめぐり、Ｌ字対応や災害情報マップ作製、気象班・総合演出班の緊急出勤、ネ

ット支援の追加発注、さらには民放各社との放送内容を比較する「タイムライン業務」で報

道局を支援しました。 

国際報道では、ＢＳ「ワールドニュース」でニュースインデックスを新設、「キャッチ！世
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界のトップニュース」では、時宜にかなったゲスト出演や特集など新たな取り組みを精力的

に行いました。アメリカのトランプ政権に振り回され数時間でも情勢が変わり情報が錯綜す

る今の国際情勢を受け、制作現場は最新の海外放送を伝えられるよう臨機応変な対応を日々

続けています。 

 

（アーカイブスグループ） 

ＮＨＫのニュース原稿、約 46,000件、ニュース映像、約 84,000件についてデータの作成・

精査、人権・プライバシーへの配慮措置を行い、ＮＨＫアーカイブスに保存。ニュースデー

タベースの質的・量的な充実に貢献しました。 

加えて、７月の参議院選挙やカムチャツカ半島沖巨大地震、１２月の青森東方沖地震によ

る津波警報、２月の衆議院選挙など１００時間を超える緊急報道による追加のデータの作成

に対応しました。 

「災害記録マップ」業務では、アーカイブス業務のスキルを生かして、映像データの収集、

位置情報の特定などを行い、ネット必須化における災害報道のコアとなるコンテンツ制作を

サポートしました。 

さらに、ＮＨＫアーカイブスに保存されている著作権フリーとなった１９５０年代のニュ

ース映像、約 4,000件について権利や人権プライバシーに関するメタデータの整備を行い、

安心安全に再利用できるアーカイブスの基盤づくりを支援しました。 

 

 

【映像センター】 

（映像取材グループ） 

ＮＨＫ報道局、国際放送局より、映像取材業務、機材管理業務合わせて６５人分を受託し、

ニュースや番組取材、地域局への支援などに取り組みました。 

ニュースでは、４月に開幕した大阪関西万博への対応や６月の東京都議会議員選挙、７月

の参議院選挙、年明けの衆議院選挙などで、候補の第一声や選挙企画、投開票日の取材に多

くのカメラマンが対応しました。 

番組では、「ＮＨＫスペシャル」や「クローズアップ現代」など７１本の大型番組を担当し

ました。チーフカメラマンが担ったＮスぺ「新ドキュメント太平洋戦争」（８月１５日放送）

は、個人の視点からの戦争を、優れた映像表現で描き切りました。また、前橋局に駐在する

カメラマンは、自ら番組の「Dear にっぽん」を提案し、取材・制作も担って新年度の放送に

漕ぎ着けました。 

ＮＨＫからの受託外の業務としては、全社で対応したデフリンピックの開幕１００日前イ

ベントと１か月前イベントの撮影、さらにＮＥＤＯ(新エネルギー・産業技術総合開発機構)

から受託した実用化ドキュメントの撮影も、社員カメラマン２人が担いました。 

情報棟への移転に向けては、社員や再委託のカメラマン全員が、９月から、情報セキュリ

ティや素材取り込みの動画を視聴して、基礎的な知識を身に付け、１１月からは、新しいシ

ステムの使用方法を学ぶ個別操作学習を受講しました。 

 

（映像制作グループ） 

初の女性総理の誕生および自維連立スタート、米高騰などの物価高、クマ被害過去最多な
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ど生活に直結したニュースを中心に、テレビ制作とデジタル発信、大型番組の映像制作業務、

メタデータステーション業務に対応しました。２０２６年２月のミラノ・コルティナオリン

ピックでは、当社が総集編の制作を担当。基幹職ＣＰが編集デスク、一般職社員が映像編集

を務めて、フィギュアスケート・ペアで史上初の金メダルを獲得した「りくりゅうペア」の

大逆転劇や、３大会連続でメダルを獲得したスピードスケートの髙木美帆選手など、ニュー

スでは使われていない秘蔵映像をうまく使って感動的な大作にまとめ上げました。 

大型番組では、基幹職ＣＰが、１１月１５日放送のＥＴＶ特集「駅が語れば」の編集を、

北海道の管中番組もふくめて担当しました。１００年の歴史に幕を下ろした最北端の無人駅、

ＪＲ宗谷線・抜海駅が見つめてきた激動の時代と日々の営みを、ドキュメンタリータッチで

描き、美しい映像も評価され、１１月度のギャラクシー賞月間賞を受賞しました。 

首都圏ネットワークで放送中のコーナー企画「鉄道あの頃」は、鉄道知識に精通した一般

職社員が映像編集と監修を担当し、コアな鉄道ファンから親しまれています。２０２６年２

月からは、知財センター所管の一般公開サイトであるＮＨＫアーカイブスでも、動画掲載が

スタートし、インターネットでも視聴できるようになりました。 

その他、映像制作グル―プの一般職社員が、自社オリジナルキャラクターを提案し、完成

まで漕ぎ着けた他、自主事業では、東京２０２５デフリンピックの機運を盛り上げるＰＲ動

画の制作を担いました。開幕前１００日など節目のイベントを取材して編集、クライアント

への納品までを品質にこだわって作り上げました 

 

 

【国際事業センター】 

（国際映像グループ） 

アメリカとイスラエルによるイラン攻撃、ガザやウクライナ情勢など、世界に大きな影響

を与える国際ニュースが続き、各地からニュース映像や記者中継などを受信しました。 

石破首相や高市首相の外国訪問や国際会議出席、天皇皇后両陛下のモンゴルご訪問に、日

本の映像メディアの代表として同行出張し、各社と共有するプール映像の伝送や内外会見な

どに対応しました。 

海外スポーツではミラノ・コルティナオリンピックに計４人が出張して競技映像を国内に

伝送したほか、オリンピックとパラリンピック特設ページのライブストリーミング配信業務

に対応しました。大リーグは、２００試合を超える中継回線と、およそ４５０試合の素材回

線を手配しました。 

 ＮＨＫと協力関係にある海外のメディアやアジア・太平洋放送連合、ヨーロッパ放送連合

などに、ノーベル生理学・医学賞、化学賞、青森県東方沖地震、７月の参議院選挙、２月の

衆議院選挙と高市内閣の発足などの映像を提供しました。 

自主事業では、横浜で開催されたアフリカ開発会議の海外メディアサポート業務や、地球

環境をテーマにしたシンポジウムなどのインターネット配信を、社内連携で行いました。 

生成ＡＩによるフェイク映像の脅威が高まる中、映像の真偽を見極める検証方法に詳しい

ヨーロッパ放送連合によるメディア向けセミナーに社員を派遣して最新の映像検証スキルを

学び、社内・グループ内で共有しました。 
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（バイリンガルグループ） 

イラン攻撃や日米首脳会談、相互関税問題など、アメリカ・トランプ大統領の発言を中心

に、重要なニュースで同時通訳態勢を構築して対応しました。イランやガザ、ウクライナ情

勢に対応する翻訳者の手配も続きました。 

国内の報道では、カムチャツカ半島沖巨大地震や青森県東方沖地震による津波警報発表時

に、国際放送で総合テレビの特設ニュースの日英同時通訳を行い、外国人向けの情報提供に

あたりました。参議院選挙と衆議院選挙では、総合テレビの開票速報をほぼそのまま英語化

する形で音声多重放送を実施しました。 

大阪・関西万博、ミラノ・コルティナオリンピック、パラリンピックは、開・閉会式を伝

える同時通訳の態勢を組みました。 

２０１８年から行ってきたラジオ国際放送の出演者管理業務は、１１月からＮＨＫ本体に

移行し、当社としての業務は終了しました。 

自主事業の通訳・翻訳サービスは、過去最高となる２億７３００万円あまりの売上を記録

しました。通訳者・翻訳者を養成する国際研修室本科の受講生は前後期合わせて３０２人で、

前年比で４１人減少しました。 

 

 

【スポーツセンター】 

（中継制作グループ） 

中継制作グループは２０２５年度も、ＮＨＫスポーツ中継放送の、ほぼすべての制作業務

を担いました。猛暑・大雨・台風などに対応しながら、プロ野球・Ｊリーグ・大相撲・ＭＬ

Ｂなどの国内・海外の中継業務をＮＨＫからの要請にそって実施しました。 

ＭＬＢでは２００試合を超える中継放送を行い、またＮＨＫＯＮＥのサービス開始と同じ

１０月１日に開幕したポストシーズンでは、現地に派遣した５人のＰＤ、アナウンサーとも

連携しながら国内制作、デジタル展開に取り組みました。視聴者の高い関心に応えるととも

に、ＮＨＫＯＮＥへの誘導や受信契約に貢献し、ＭＬＢの価値を最大化したと評価を受け、

制作担当者は、メディア総局長特賞および会長賞を受賞しました。 

２月から３月にかけて行われたミラノ・コルティナオリンピック・パラリンピックでは、

準備段階から中継制作グループ・展開事業グループの総力をあげて取り組み、オリンピック

では５６０時間、パラリンピックは５０時間を超えるテレビ放送と、データ放送を含むデジ

タル展開の両面でＮＨＫを支え、受益者からの高い満足度の実現に貢献しました。 

 

（展開事業グループ） 

 展開事業グループでは従来から、世界トライアスロン横浜大会の国際信号制作を行ってい

ます。技術革新や入札競争が厳しさを増す中、新たに２０２６年からのＪリーグ公式映像制

作や、２月に富山県で開催されたフリースタイルスキーＷ杯の国際信号制作を受注するなど、

新規の自主事業開発に取り組みました。 

同時に、２０２６年秋に開催を控える愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員

会へ国際大会における映像制作のノウハウ等を助言する支援業務や、７月には渋谷ＰＡＲＣ

Ｏ劇場で、８Ｋ収録した舞台演劇の上映業務を行うなど、ＮＨＫグループが培った知見の社

会還元にも積極的に取り組みました。 
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【デジタル推進室】 

ネット業務必須化に対応するため、ＮＨＫＯＮＥのプレイリスト業務および地域見逃し配

信の編責業務の体制を強化しました。地域編責業務では従来の６１０に加えて、９月１６日

から前倒で開始した８４５、土日祝日の６４５と２０時台ニュースの見逃し配信に対応しま

した。あわせて、首都圏ナビや地域局ホームページのシステム改修、コンテンツ整理を完了

しました。番組関連情報として衣替えしたニュース・防災ジャンルではピックアップニュー

スとリッチコンテンツを制作する展開班が、防災情報を伝える明日を守るナビの記事制作を

担当しました。新サービスに移行してはじめての冬季オリンピックでは、ＮＨＫＯＮＥでの

視聴拡大のため、ジャンルインデックスの管理運用も担当しました。 

災害対応および緊急報道支援では、Ｌアラート監視業務が１０月から３６５日運用に拡大

し、地震や大雨などの災害発生時に、ＮＨＫ各局の防災情報のデジタル発信を継続的に支援

しました。全国Ｌアラート訓練への対応や、地域局向け研修の実施を通じ、監視体制と人材

育成の両面を強化しました。 

選挙・報道分野では、参院選および衆院選において、データ放送の開票速報、ＮＨＫプラ

ス対応、テレビの開票速報のＳＮＳ分析コーナーの演出、首都圏および地方局のＷＥＢ記事

制作などを幅広く支援しました。さらにＮＭＡＰＳチームが、アメリカのベネズエラやイラ

ンへの軍事行動で国際情勢が混迷する中、衛星画像を用いた調査報道やデータの分析・可視

化を担い、「ＮＨＫスペシャル」や「クローズアップ現代」、ニュース番組で多角的な報道

に貢献しました。 

国際放送局の支援では、多言語ニュースサイトの編集、ＮＨＫワールドの番組を紹介する

Dig more Japanの制作とインスタグラムでの周知広報を担当しました。 

自主事業では、ＮＥＤＯの研究成果を紹介するウェブ記事、ＳＮＳ、動画制作案件を受注

し、デジタル推進室として初めての自主事業落札を実現しました。これまでにＮＨＫからの

委託業務で蓄積したデジタル制作の知見を活かし、新たな収益機会の創出と事業領域の拡大

に取り組みました。 

 

 

【事業推進室】 

（自主展開グループ） 

主力の競馬中継事業は堅調で、２０２６年度から３年間分も落札しました。基本業務の中

継制作に加えて特別番組の追加受注、複数の中継映像からネット視聴者自ら映像を選べる「マ

ルチスクリーン」も新たな時代への布石となりました。公共性の高い動画制作では、警察庁

「技術流出防止」動画や東京都「若者の自殺防止動画制作業務」などを落札しました。番組

の二次展開では、ＮＨＫ・当社・広告代理店の３社で共同制作した番組などをＯＴＴ企業や

海外企業に販売しました。 

 

（メディア事業グループ） 

インフライト事業は、基本業務のニュース提供に加えて、定期的に動画制作を追加受注、

米国展示会に出席し知遇を得た海外航空会社への番組販売も実現しました。サイネージ事業

では、ＮＨＫ国際局制作の「英語ニュース」を新たなコンテンツにする交渉に粘り強く取り

組み実現にこぎつけ、自衛隊艦船へのニュース・番組提供でも、コンテンツの拡大を実現し
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ました。ＴＶシンポジウムに展開するイベント運営も再開し、２０２６年度の継続の目途も

立ちました。 

 

部門別の売上高は下記のとおりです。  

 

 

（２）対処すべき課題  

 

〇事業計画の達成 

 ２０２７年度にかけて委託費の大幅削減が見込まれるため、全社的な事業改革を推進し、

新たな受託業務の開拓をはかるとともに、報道などで培った知見を活用した新規事業の開

発などによって事業計画の達成を図る必要があります。持続可能な事業運営を実現し、経

営基盤を強化します。 

 

〇ガバナンスの強化とリスクマネジメントの向上 

  人権尊重の意識を改めて徹底し、強固な社内体制を構築します。人事制度改革やオフィス

改革等を進めることで、持続可能な業務体制を構築します。これに加えて経営会議と経営

企画室の安定運用や規程類の改訂を進めて経営課題への対応を強化します。 

また、ITリスクへの対処を重点にコンプライアンスと情報セキュリティの徹底を図ります。 

 

（３）設備投資の状況 

当期において実施した設備投資の総額は、７千４百万円、前年度４億４千７百万円に比

べて３億７千２百万円の減となりました。前年度の第六共同ビルのオフィス改革の３億１

千万円が主な内容であり、具体的には換気設備・空調設備の更新工事や内装工事等です。 
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  当期においてはＶＯＲＴビルの空調設備工事やバイリンガル業務管理システムの開発を

実施しました。 

 

（４）事業譲渡・吸収分割または新設分割の状況  

該当事項はありません。 

 

（５）事業譲受の状況 

該当事項はありません。 

 

（６）他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

該当事項はありません。 

 

（７）財産および損益の状況の推移 

 

項  目 第 36期 
（2023年 3月期） 

第 37期 
（2024年 3月期） 

第 38期 
（2025年 3月期） 

第 39期 
（2026年 3月期） 

売 上 高 (千円) 25,075,562 24,919,455 24,841,410 23,723,458 

営業利益(千円) 1,092,594 1,192,280 688,818 1,175,515 

経常利益(千円) 1,213,641 1,263,904 770,559 1,271,165 

当期純利益(千円) 1,780,533 856,833 546,664 948,316 

１株当たり 

当期純利益 (円) 
303,388 153,444 97,898 169,827 

総 資 産 (千円) 13,332,629 13,132,782 13,220,966 12,386,539 

純 資 産 (千円) 9,378,246 8,666,748 8,353,915 7,707,707 

 

（８）主要な事業内容 

①日本放送協会の委託等により、ニュース、スポーツ、および情報にかかわる番組等の開

発、企画、制作、購入、頒布。 

②日本放送協会の委託等により、放送番組の編集に必要なニュース、および情報を収集し、

またはこれを日本放送協会以外の者と交換する業務。 

③日本放送協会の委託等による、放送番組を補完するための字幕やデータ等の制作。 

④日本放送協会の委託等による、衛星等の利用による映像情報等の伝達・集配信、および

翻訳・同時通訳、関連業務の開発、調査、企画、実施。 

⑤ニュース、スポーツ、および情報にかかわる番組等の開発、企画、制作、購入、ならび
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にこれに関連する社会的に意義のある催物の企画、実施。 

⑥映像、音声、データ等の各種コンテンツの開発、企画、制作、およびモバイル、インタ

ーネット等、各種メディアを通じての提供、販売。 

⑦情報・メディアの利用に関する調査・研究およびコンサルティング。 

⑧前各号に関連する著作権等の取得、管理、販売。 

⑨日本放送協会その他の用に供するための電気通信事業。 

⑩前各号に関連する一切の業務。  

 

（９）主要な事業所 （２０２６年３月３１日現在） 

本社…………東京都渋谷区神山町９番２号 第六共同ビル 

西日本支社…大阪府大阪市中央区大手前４丁目１番２０号 ＮＨＫ大阪放送局内 

中部支社……愛知県名古屋市東区東桜１丁目１３番３号 ＮＨＫ名古屋放送局内 

九州支社……福岡県福岡市中央区六本松１丁目１番１０号 ＮＨＫ福岡放送局内 

東北支社……宮城県仙台市青葉区本町２丁目２０番１号 ＮＨＫ仙台放送局内 

北海道支社…北海道札幌市中央区北１条西９丁目１番５号 ＮＨＫ札幌放送局内 

 

（１０）従業員の状況 

（２０２６年３月３１日現在） 

従業員数 前期末比増減数 

410名 16名減 

＜内訳＞ 

区分 
ＮＨＫ 

出向者 

社員 

転籍・嘱託 
社員 契約社員 計 平均年齢 

男 58名 169名 105名 1名 333名 53.5歳 

女 10名 6名 57名 4名 77名 45.2歳 

計 68名 175名 162名 5名 410名 51.9歳 

 （このほか、他団体への出向者 計 4名） 

 

（１１）重要な親会社の状況  

当社の親会社は株式会社ＮＨＫメディアホールディングスで、当社の株式５,５８４株を

保有しています。これは当社の議決権の１００％にあたります。ＮＨＫメディアホールディ

ングスは、ＮＨＫの子会社にあたることから、当社はＮＨＫの放送法上の子会社です。当社

はＮＨＫに対し、主にニュース・情報番組の制作、スポーツの中継、番組制作、放送番組を

補完する字幕やデータなどの制作を行っています。 

 

（１２）親会社等との間の取引に関する事項 

当社とＮＨＫとの取引にあたっては、独立した第三者との間の取引と同等の条件であるこ

となど、一般に妥当と認められる取引慣行で行われることに留意し、取締役会において、当

社の利益を害するものではないことを確認したうえで適正性、妥当性を判断しています。 
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（１３）主要な借入先 

（短期借入金） 

借 入 先 借 入 額 

㈱みずほ銀行 10,000千円 

 

 

２．会社の株式に関する事 項 

 

（１）発行可能株式総数  １６，０００株 

 

（２）発行済株式総数    ５，５８４株  

 

（３）株主数            １名 

 

（４）株主の状況 

株 主 名 
社への出資状況 

持株数 持株比率 

株式会社ＮＨＫメディアホールディングス ５，５８４株 １００％ 

 

 

３．会社の役員に関する事項 
 

（１）取締役および監査役 

（２０２６年３月３１日現在） 

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況 

代表取締役 神田 真介 全体統括  

取締役 宮本 英樹 
コンテンツ統括、事業推進統括、 

デジタル統括、経営企画補佐 
 

取締役 竹内 俊也 経営企画統括、コンテンツ補佐  

監査役（非常勤） 西井 友佳子  
ＮＨＫメディアホールディングス

監査役 

（注） 

1.2025年6月20日開催の臨時取締役会で、神田真介、宮本英樹、竹内俊也が取締役に選任されま

した。 

2.2025年6月26日付で、神田真介が代表取締役に就任しました。馬場広大、内田昭彦は取締役を

退任しました。 

 3.神田真介は2026年4月24日開催の臨時株主総会で取締役を退任し、松岡烈が新たに選任されま

した。また4月25日付で、松岡烈は代表取締役に選任されました。 
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（２）取締役および監査役に支払った報酬等の額 

 

当事業年度に係る取締役および監査役に対する報酬などの内容は以下のとおりです。 

 

役員区分 報酬の総額 
報酬等の種類別の総額 対象となる 

役員数 定額部分 変動部分 

取締役 

（社外役員を除く） 
44,685千円 44,685千円 － 5人 

社外役員 7,200千円  7,200千円 － 1人 

(注) 

1.上記人員は支給対象を記載し、当年度に退任した専務取締役 1、取締役 1人が含まれ 

ています。 

2.2025年度、社内役員である監査役は在籍しておりません。 

3.当社には使用人兼務取締役は在籍しておりません。 

  

 

４．業務の適正を確保するための体制    

 

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制 

 

①当社は取締役、社員を含めた行動規範として、「ＮＨＫグローバルメディアサービス倫

理・行動憲章」と「行動指針」を定め、これらの遵守を図っている。取締役、社員のコ

ンプライアンスの徹底を図るため、「コンプライアンス通報制度規程」「通報窓口」など

を社内に効果的に周知し、適宜、法令等の遵守状況をモニタリングしている。また、「イ

ンサイダー取引防止規程」を定め、取締役、社員等によるインサイダー取引の禁止を規

定している。 

②取締役会については、「取締役会規則」に基づき、適切な運営を確保し、定例で開催する

ほか、必要に応じて随時開催し、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に業務執行

を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止する。万一、取締役が他の取締役の法令・

定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役および取締役会に報告するなどして、その

徹底を図る。 

③同様に、社長、常勤取締役等で構成する役員会については「役員規程」、執行役員につい

ては「執行役員規程」を遵守し、職務執行の法令・定款への適合を確保する。また、監

査役は、取締役の職務執行、経営機能に対する監督強化を図る。 

④コンプライアンスに関する研修や、社内報等による啓発、社員代表会議等を通じて、全

社的な法令遵守の推進を図るとともに、「組織および職務権限規程」「経理規程」等によ

り、取締役および社員の職務執行の透明性を向上させる。 

⑤親会社であるＮＨＫメディアホールディングスの内部監査室が内部監査を担い、当社で

は業務点検担当がＮＨＫメディアホールディングス内部監査室と連携して、内部統制の

向上に努めている。 
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（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 

①「文書管理規程」の整備によって、職務の執行に係る文書・情報の扱いを明文化し、取

締役の職務の執行に係る文書・情報の適切な保存および管理を図る。 

②「株主総会議事録」「取締役会議事録」「役員会議事録」については、「文書管理規程」に

基づいて適切かつ確実に保存・保管し、取締役および監査役が常に閲覧可能な状態に置

く。 

③「情報セキュリティの確保に関する規程」を設け、情報システムの安全かつ適正な管理・

運営を行う。 

④個人情報については、法令および「個人情報保護規程」に基づいて厳重に管理する。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

①「リスクマネジメント規程」「リスクマネジメント委員会運営に関する規程」を定め、社

長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置し、全社的にリスク管理体制の

整備・運用にあたる。 

②投資的リスク、下請法等法令違反につながるリスク、不正アクセスや情報漏洩等、情報

セキュリティに関するリスクに対して、信用調査や対応マニュアルの整備等を通じて対

策を図る。また、ＮＨＫグループの一員として、金銭、情報等の取り扱いについては特

に厳正を期す。 

③業務点検担当が行う各部門のリスク管理状況の点検結果は、定期的に取締役会および監

査役に報告する。 

④危機管理と予防的管理についての体制を充実させ、研修等を含め、損失の危険の管理に

ついて全社的な認識向上を図る。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

①職務分掌に関する諸規程を定め、取締役および各部門の所管と権限を明確にし、経営に

関する意思決定および職務執行を効率的かつ適正に行う。 

②重要な意思決定については、常勤取締役等による役員会などにより多面的に検討し、慎

重に決定する仕組みを設けている。 

 

（５）当社ならびにＮＨＫグループにおける業務の適正を確保するための体制 

 

①ＮＨＫは、子会社等の事業が適切に行われることを目的として、「関連団体運営基準」に

より、子会社等の事業運営およびこれに対するＮＨＫの指導・監督等に関する基本的事

項を定めており、当社もその適用を受ける。 

②ＮＨＫは、「関連団体運営基準」に規定する事項およびＮＨＫが指定する事項について、

監査法人等に委嘱して子会社等の業務運営状況調査を実施し、監査法人等の報告に基づ

き、子会社等に対し必要な指導・監督を行っており、当社もその適用を受ける。 

③ＮＨＫの監査委員会が当社に対し事業の報告を求め、または業務および財産の状況を調
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査する場合には、適切な対応を行う。 

④ＮＨＫの「ＮＨＫグループコンプライアンスおよびリスクマネジメントに関する規程」

に基づき、リスクの発生防止に係る管理体制を整備し、ＮＨＫおよびＮＨＫグループの

業務の円滑な運営の確保を図る。 

⑤「ＮＨＫグループコンプライアンスおよびリスクマネジメントに関する規程」に規定さ

れた「内部通報制度」に基づき法令違反・内部規程違反等の不正行為等についての通報

制度を整備するとともに、ＮＨＫグループに係るリスクについては、リスクマネジメン

ト責任者は直ちにＮＨＫの総合リスク管理組織に対して通報の内容等を報告する。 

 

（６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項 

 

①監査役からの求めがあった場合には、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社社

員から監査役補助者を任命する。監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等につい

ては監査役の同意を得たうえで、取締役会で決定する。 

②監査役補助者は、当社業務を兼務することができるが、監査役より監査業務に必要な命

令を受けた場合は、その命令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。 

③監査役の職務を補助する部署を経営企画室（総務・人事）とする。監査役より監査業務

に必要な命令を受けた社員は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受けないものと

する。 

（７）監査役への報告に関する体制 

 

①取締役または使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項やコンプラ

イアンス違反等の事実が生じた場合には、速やかに監査役に報告するものとする。 

②監査役は、いつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることがで

きる。 

③当社は、監査役に報告をした者に対して、その報告を行ったことを理由として不利益な

扱いを行うことを禁止し、これを周知徹底する。 

 

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

①監査役は、重要な会議に出席するとともに、議事録が作成された場合は、その事務局は

これを監査役に送付する。 

②ＮＨＫメディアホールディングス内部監査室の行う監査の結果とその改善状況は、監査

役にも報告されるものとし、監査役とＮＨＫメディアホールディングス内部監査室の間

で定期的な情報交換を行う。 

③監査役の職務の執行について生じる費用等を支弁するため、一定の予算を設ける。監査

役がその職務の執行につき、費用の前払い等を請求したときは、係る費用または債務が

当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用ま

たは債務を処理する。 
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５．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 

当社では、常勤の取締役および監査役、執行役員で構成する役員会を毎週開催し、業務に

関する事項を伝達・共有するとともに、２０２５年度は取締役会を６回開催し、会社経営の

基本方針や事業計画等の重要な事項を決議しており、取締役の職務の執行は法令、定款、お

よび「取締役会規則」に則って適切に行われています。また、監査役の監督機能を通じて、

取締役の職務の執行の適法性を確保しています。 

業務実施に関連する危機管理として、「リスクマネジメント規程」を定め、社長を委員長と

する「リスクマネジメント委員会」を毎月開催し、全社的にリスクを洗い出し、迅速・適切

な分析や改善を指示しています。また、全役員、社員等を対象とした研修活動を定期的に実

施して法令遵守の意識の浸透を図っています。ＮＨＫメディアホールディングス内部監査室

と当社の業務点検担当は、各部門のリスク管理状況を監査しております。業務点検担当は、

業務点検計画に基づき業務点検を実施しています。２０２５年度は取引事業者への業務委託

に係るリスクなどを重点項目として６部署を対象に実地点検を行いました。 

 

ＮＨＫグループにおける業務の適正を確保するため、「関連団体運営基準」に基づき、情報

の共有化とグループ全体のコンプライアンス体制の整備が図られ、「全社的な内部統制チェ

ックリスト」や「関連団体リスクマネジメント実施計画・報告」による内部統制の整備状況

および運用状況の確認・評価を行っています。また、当社の業務実施状況や内部統制の整備

運用状況等を報告する「Ｇメディアマネジメント連絡会」を２０２５年度は６回開催し、Ｎ

ＨＫとの情報の共有と連携に努めています。 

監査役は、取締役会、役員会等に出席し、経営の適法性、効率性について監視・監督する

とともに、当社の会計監査を委嘱している監査法人およびＮＨＫメディアホールディングス

内部監査室と定期的に情報交換を行い、監査結果や課題等について報告を受けています。ま

た、監査役の職務を補助する社員を配置し、監査役監査が実効的に行える体制が整えられて

います。 

 

 

６．業務の適正を確保するための体制の評価 

 

当社の全社的な内部統制について、ＮＨＫメディアホールディングス内部監査室が「統制

環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」「情報と伝達」「モニタリング」「ＩＴへの対応」と

いう６つの観点から評価し、整備状況および運用状況の有効性を確認しました。評価の結果、

２０２６年３月３１日時点における当社の内部統制は、概ね有効であると判断しました。 

 


